
平成２４年度高知県社会福祉審議会次第 

 

平成２５年２月６日（水） １０：００～１２：００ 

高知城ホール４階多目的ホール 

 

１ 開会 

 

２ 地域福祉部長あいさつ  

 

３ 委員紹介 

 

４ 委員長、副委員長の選任 

 

５ 議事 

  専門分科会、部会委員の指名 

 

６ 行政説明 

  （１）高知県地域福祉支援計画の進捗状況について 

（２）平成２５年度の高知型福祉の主要な取組について   

 

７ 閉会      

 

 

 

  【配布資料】 

  ○席次表、委員名簿、高知県出席者、法令・規則、組織図 

   

  ○資料１ 

    ・高知県社会福祉審議会専門分科会について 

  ○資料２ 

    ・《行政説明》高知県地域福祉支援計画の進捗状況について 

  ○資料３ 

    ・《行政説明》平成２５年度の高知型福祉の主要な取組について  



日時：平成２５年２月６日（水）10:00～12:00
場所：高知城ホール４階多目的ホール

檀　　上　　側

○ ○
委員長 副委員長

○ 坂本委員 ○ ○ 吉岡委員

○ 樋口委員 ○ ○ 宮﨑委員

○ 伊藤委員 ○ ○ 中平委員 ○

○ 大原委員 ○ ○ 中平委員 ○

○ 岡本委員 ○ ○ 寺尾委員 ○

○ 小谷委員 ○ ○ 杉原委員 ○

○ 片岡委員 ○ ○ 岡谷委員 ○

○ 楠目委員 ○ ○ 渡邊委員 ○

中村委員 ○ ○ 吉岡委員

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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平成２５年１月１２日現在

（※各区分ごとに五十音順）

坂本　孝幸 県議会議員

樋口　秀洋 県議会議員（文化厚生委員長）

伊藤　博子 高知県精神障害者家族会連合会副会長

大原　典子 高知県青蘭会連盟理事長

岡本　圭美 高知県知的障害者育成会評議員

小谷　滝子 高知県保育士会理事(横浜新町保育園園長）

片岡　卓宏 高知県身体障害者連合会会長

楠目　隆 高知県社会福祉施設経営者協議会会長

中村　文雄 日本赤十字社高知県支部事務局長

森田　裕之 高知県ホームヘルパー連絡協議会会長

山本　幸子 高知県老人クラブ連合会女性委員会常任委員

吉岡　和夫 高知県社会福祉協議会常務理事

渡邊　一雄 高知県民生委員児童委員協議会連合会副会長

石丸　良平 高知県医師会（石丸眼科院長）

岡﨑　誠也 高知県市長会会長（高知市長）

岡谷　英明
高知県人権尊重の社会づくり協議会委員
（高知大学教育学部准教授）

岡林　弘毅 高知県医師会会長（県庁前クリニック院長）

織田　英正 高知県歯科医師会会長

杉原　俊二 高知県立大学社会福祉学部教授

竹村　晴光 高知県医師会副会長（竹村循環器内科院長）

寺井　清花 高知県青年団協議会事務局長

寺尾　敦子 高知県連合婦人会会長

中平　雅彦 高知新聞社取締役編集局長

中平　眞理子 高知県薬剤師会常務理事

野並　誠二 高知県医師会（高知病院院長）

溝渕　光 高知県医師会（いずみの病院脳神経外科部長）

宮﨑　育子 高知県看護協会会長

柳原　弘男 高知県医師会（さえんば耳鼻科院長）

吉岡　珍正 高知県町村会会長（越知町長）

高知県社会福祉審議会委員

（任期：平成２５年１月１２日から平成２８年１月１１日まで）
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平成２４年度高知県社会福祉審議会

○高知県　出席者

氏　　　名 職　　　　　　名

小田切　　泰禎 地域福祉部長

福島　寛隆 地域福祉部副部長（総括）

門田　純一 地域福祉部副部長

山地　和 地域福祉部地域福祉政策課長

井上　達男 地域福祉部高齢者福祉課長

田村　由美子 地域福祉部ねんりんピック推進課長

福留　利也 地域福祉部障害保健福祉課長

安岡　千真夫 地域福祉部児童家庭課長

竹﨑　恵彦 地域福祉部尐子対策課長

戸梶　正人 地域福祉部福祉指導課長



社会福祉法 

 

 第二章 地方社会福祉審議会  

 

（地方社会福祉審議会）  

第七条  社会福祉に関する事項（児童福祉及び精神障害者福祉に関する事項を除く。）を調

査審議するため、都道府県並びに地方自治法 （昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十

二条の十九第一項 の指定都市（以下「指定都市」という。）及び同法第二百五十二条の二

十二第一項 の中核市（以下「中核市」という。）に社会福祉に関する審議会その他の合議

制の機関（以下「地方社会福祉審議会」という。）を置くものとする。  

２  地方社会福祉審議会は、都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の長の監督に属し、

その諮問に答え、又は関係行政庁に意見を具申するものとする。  

 

（組織）  

第八条  地方社会福祉審議会は、委員三十五人以内で組織する。  

２  特別の事項を調査審議するため必要があるときは、地方社会福祉審議会に臨時委員を置

くことができる。  

 

（委員）  

第九条  地方社会福祉審議会の委員及び臨時委員は、都道府県又は指定都市若しくは中核市

の議会の議員、社会福祉事業に従事する者及び学識経験のある者のうちから、都道府県知

事又は指定都市若しくは中核市の長が任命する。  

 

（委員長）  

第十条  地方社会福祉審議会に委員の互選による委員長一人を置く。委員長は、会務を総理

する。  

 

（専門分科会）  

第十一条  地方社会福祉審議会に、民生委員の適否の審査に関する事項を調査審議するため、

民生委員審査専門分科会を、身体障害者の福祉に関する事項を調査審議するため、身体障

害者福祉専門分科会を置く。  

２  地方社会福祉審議会は、前項の事項以外の事項を調査審議するため、必要に応じ、老人

福祉専門分科会その他の専門分科会を置くことができる。  

 

（地方社会福祉審議会に関する特例）  

第十二条  第七条第一項の規定にかかわらず、都道府県又は指定都市若しくは中核市は、条

例で定めるところにより、地方社会福祉審議会に児童福祉に関する事項を調査審議させる

ことができる。  

２  前項の規定により地方社会福祉審議会に児童福祉に関する事項を調査審議させる場合

においては、第八条第一項中「三十五人以内」とあるのは「五十人以内」と、前条第一項

中「置く」とあるのは「、児童福祉に関する事項を調査審議するため、児童福祉専門分科

会を置く」と読み替えるものとする。  

 

（政令への委任）  

第十三条  この法律で定めるもののほか、地方社会福祉審議会に関し必要な事項は、政令で

定める。 

 



社会福祉法施行令 

 

 

（民生委員審査専門分科会）  

第二条  民生委員審査専門分科会に属すべき委員は、当該都道府県又は指定都市若しくは中

核市の議会の議員の選挙権を有する地方社会福祉審議会（法第七条第一項 に規定する地方

社会福祉審議会をいう。以下同じ。）の委員のうちから、委員長が指名するものとし、その

数は十人以内とする。ただし、議会の議員のうちから指名される委員の数は、三人を超え

てはならない。  

２  民生委員審査専門分科会に属する委員がその職務上の地位を政党又は政治的目的のた

めに利用した場合は、当該委員について、委員長は、前項の規定による指名を取り消すこ

とができる。  

３  民生委員審査専門分科会の決議は、これをもつて地方社会福祉審議会の決議とする。  

 

（審査部会）  

第三条  地方社会福祉審議会は、身体障害者の障害程度の審査に関する調査審議のため、身

体障害者福祉専門分科会に審査部会を設けるものとする。  

２  審査部会に属すべき委員及び臨時委員は、身体障害者福祉専門分科会に属する医師たる

委員及び臨時委員のうちから、委員長が指名する。  

３  地方社会福祉審議会は、身体障害者の障害程度に関して諮問を受けたときは、審査部会

の決議をもつて地方社会福祉審議会の決議とすることができる。 



社会福祉審議会規則 

 

 

高知県社会福祉審議会規則をここに公布する。 

○高知県社会福祉審議会規則 

(平成 12年 4 月 1 日規則第 95 号)  

改正  平成 12年 7 月 14 日規則第 181 号の 2 平成 12 年 12 月 26 日規則第 234 号  

平成 14年 4 月 1日規則第 47 号の 3 平成 15 年 4 月 1 日規則第 43 号  

平成 18年 6 月 20 日規則第 81 号 平成 21年 4月 1 日規則第 43 号  

平成 23年 12 月 16 日規則第 71 号 平成 24 年 3月 23 日規則第 14 号  

 

 高知県社会福祉審議会規則 

(趣旨) 

第 1 条 この規則は、社会福祉法(昭和 26 年法律第 45 号)第 7 条第 1 項の規定に基づく高知

県社会福祉審議会(以下「審議会」という。)の運営に関し必要な事項を定めるものとする。  

一部改正〔平成 12 年規則 181 号の 2・234 号〕 

(任期等) 

第 2 条 委員の任期は、3 年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。  

2 委員は、再任されることができる。  

(委員長及び副委員長) 

第 3 条 審議会の委員長は、審議会を代表する。  

2 審議会に委員の互選による副委員長 1人を置く。  

3 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。  

(会議) 

第 4 条 審議会の会議(以下この条において「会議」という。)は、委員長が招集する。  

一部改正〔平成 24 年規則 14 号〕 

2 委員長は、委員の総数の 4 分の 1 以上が審議すべき事項を示して招集を請求したときは、

会議を招集しなければならない。  

3 会議の議長は、委員長が当たる。  

4 会議は、委員の総数の過半数が出席しなければ、議事を開き、及び議決をすることができ

ない。  

5 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。  

6 臨時委員は、当該特別の事項について議事を開き、議決をする場合には、前 2項の規定の

適用については、委員とみなす。  

一部改正〔平成 24 年規則 14 号〕 

(専門分科会) 

第 5 条 審議会の専門分科会(民生委員審査専門分科会を除く。)に属すべき委員及び臨時委

員は、委員長が指名する。  

2 審議会の各専門分科会に専門分科会長を置き、その専門分科会に属する委員及び臨時委員

の互選によってこれを定める。  

3 専門分科会長は、その専門分科会の事務を掌理する。  

4 専門分科会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員又は臨時委員が、その職

務を行う。  

(民生委員審査専門分科会) 

第 6 条 民生委員審査専門分科会は、委員 8人で組織する。  



(身体障害者福祉専門分科会) 

第 7 条 身体障害者福祉専門分科会は、委員 9人以内で組織する。  

2 身体障害者福祉専門分科会に審査部会及び更生医療部会を置く。  

3 審査部会は、社会福祉法施行令(昭和 33 年政令第 185 号)第 3 条第 1 項の規定による身体

障害者の障害程度の審査のほか、身体障害者福祉法(昭和 24 年法律第 283 号)第 15 条第 1

項の規定による医師の指定の審査を行う。  

4 更生医療部会は、障害者自立支援法(平成 17年法律第 123 号)第 5 条第 23 項に規定する自

立支援医療のうち障害者自立支援法施行令(平成 18 年政令第 10 号)第 1 条第 1 号に規定す

る育成医療及び同条第2号に規定する更正医療に係る同法第59条第1項の規定による指定

自立支援医療機関の指定及び同法第68条第1項の規定に基づく指定自立支援医療機関に係

る指定の取消し等の審査を行う。  

一部改正〔平成 23 年規則 71 号・24 年 14 号〕 

5 審査部会の委員と更生医療部会の委員は、これを兼ねることができる。  

6 審議会は、身体障害者の障害程度に関して諮問を受けたときは、審査部会の決議をもって

審議会の決議とする。  

一部改正〔平成 12 年規則 234 号・23 年 71 号・24 年 14 号〕 

(老人福祉専門分科会) 

第 8 条 審議会に必要に応じて老人福祉専門分科会を置く。  

2 老人福祉専門分科会は、委員 15 人以内で組織する。  

(幹事) 

第 9 条 審議会に幹事を置く。  

2 幹事は、県の職員のうちから、知事が任命する。  

(庶務) 

第 10 条 審議会の庶務は、高知県地域福祉部地域福祉政策課において処理する。  

一部改正〔平成 14 年規則 47 号の 3・15 年 43 号・21 年 43 号〕 

(雑則) 

第 11 条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、委員長が審議会

に諮って定める。  

附 則  

この規則は、公布の日から施行する。  

附 則(平成 12年 7 月 14 日規則第 181 号の 2)抄  

(施行期日) 

1 この規則は、公布の日から施行する。  

附 則(平成 12年 12 月 26 日規則第 234 号)  

この規則は、平成 13年 1 月 6 日から施行する。(後略)  

附 則(平成 14年 4 月 1日規則第 47 号の 3)抄  

(施行期日) 

1 この規則は、公布の日から施行する。  

附 則(平成 15年 4 月 1日規則第 43 号)抄  

(施行期日) 

1 この規則は、公布の日から施行する。  

附 則(平成 18年 6 月 20 日規則第 81 号)  

この規則は、公布の日から施行する。  

附 則(平成 21年 4 月 1日規則第 43 号)  

 (施行期日) 

1 この規則は、公布の日から施行する。  

 



(経過措置) 

2 略  

(高知県公文書開示審査規則の一部改正) 

3 略  

(高知県個人情報保護制度委員会規則の一部改正) 

4 略  

(知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部改正) 

5 略  

(高知県個人情報保護審査会規則の一部改正) 

6 略  

(高知県県民室設置運営規則の一部改正) 

7 略  

(高知県損害賠償等審査会規則の一部改正) 

8 略  

(高知県職員被服貸与規則の一部改正) 

9 略  

(高知県予算規則の一部改正) 

10 略  

(高知県住民基本台帳法施行規則の一部改正) 

11 略  

(高知県庁内防火管理規則の一部改正) 

12 略  

(高知県職員駐車場の利用料の徴収に関する規則の一部改正) 

13 略  

(高知県防災行政無線電話施設管理規則の一部改正) 

14 略  

(高知県災害救助基金規則の一部改正) 

15 略  

(高知県立ふくし交流プラザの設置及び管理に関する条例施行規則の一部改正) 

16 略  

(高知県社会福祉審議会規則の一部改正) 

17 高知県社会福祉審議会規則(平成12年高知県規則第95号)の一部を次のように改正する。  

(次のよう略)  

(高知県介護保険審査会規則の一部改正) 

18 略  

(高知県心身障害者扶養共済制度条例施行規則の一部改正) 

19 略  

(高知県青少年問題協議会条例施行規則の一部改正) 

20 略  

(高知県こどもの環境づくり推進委員会規則の一部改正) 

21 略  

(高知県文化賞授与規則の一部改正) 

22 略  

(高知県特定非営利活動促進法施行細則の一部改正) 

23 略  

(高知県男女共同参画社会づくり条例施行規則の一部改正) 

24 略  



(私立学校法等施行細則の一部改正) 

25 略  

(高知県人権尊重の社会づくり条例施行規則の一部改正) 

26 略  

(高知県職員の職務発明等に関する規則の一部改正) 

27 略  

(高知県公害審査会規則の一部改正) 

28 略  

(高知県漁業専門委員設置規則の一部改正) 

29 略  

(高知県遊漁船業の適正化に関する法律施行細則の一部改正) 

30 略  

(桐見ダム操作規則の一部改正) 

31 略  

(高知県契約規則の一部改正) 

32 略  

附 則(平成 23年 12 月 16 日規則第 71号)  

この規則は、公布の日から施行する。  

附 則(平成 24年 3 月 23 日規則第 14 号)  

この規則は、平成 24年 4 月 1 日から施行する。 



※法…社会福祉法

※施行令…社会福祉法施行令

※県規則…高知県社会福祉審議会規則

民生委員審査専門分科会 身体障害者福祉専門分科会 地域福祉専門分科会

・身体障害者の福祉に関する事項
の調査審議

・高知県地域福祉支援計画に関
する事項の審議

・民生委員の適否の審査に関する
事項を調査審議

【県規則第7条第2項】 【施行令第3条】

【法第11条第1項】

・身体障害者福祉法
第15条の医師の指
定に関すること
・障害程度の審査に
関すること

・障害者自立支援法
に規定する指定自立
支援医療機関（精神
通院医療を除く）の
指定
・同法第68条第1項
に基づく指定の取り
消し

高知県社会福祉審議会組織図

【法第11条第1項】 【法第11条第2項】

更生医療部会 審査部会

高知県社会福祉審議会
【法第7条】

・社会福祉に関する事項（児童福祉及び精神障害
者福祉に関する事項を除く。）を調査審議



高知県社会福祉審議会専門分科会について

資 料 １



障害保健福祉課高知県社会福祉審議会 身体障害者福祉専門分科会

◆社会福祉法第11条
地方社会福祉審議会に、民生委員の適否の審査に関する事項を調査審議するため、民生委員審査専門分科会を、身体障害者の福祉に関する事項を調査審議する

ため、身体障害者福祉専門分科会を置く。

◆高知県社会福祉審議会規則第7条
身体障害者福祉専門分科会に審査部会及び更生医療部会を置く。

部会開催時期：7月、11月、3月

＜審議内容＞

・指定自立支援医療機関（育成医療、更生医療）の指定の審査

平成23年度件数：16件（薬局15件、訪問看護ステーション1件）

・指定自立支援医療機関（育成医療、更生医療）の指定の取り消し等の審査

平成23年度件数：0件

・指定自立支援医療機関（育成医療、更生医療）の主たる医師の変更、管理薬剤師の変更の審査等

平成23年度件数：36件（主たる医師の変更3件、管理薬剤師の変更31件、薬局の施設変更2件）

◆自立支援医療（公費負担制度）

育成医療（18歳未満）：身体障害のある者の健全な育成を図るため、当該障害児に対し行われる
生活の力を得るために必要な医療（障害者自立支援法施行令第1条第1項）

更生医療（18歳以上）：身体障害のある者の自立と社会経済活動への参加の促進を図るため、
当該身体障害者に対し行われるその更生のために必要な医療
（障害者自立支援法施行令第1条第2項）

部会開催時期：7月、11月、3月

＜審議内容＞

・身体障害者の障害程度の審査
（身体障害者手帳の非該当などの審査）
平成23年度審査件数：12件（すべて非該当の審査）

・身体障害者手帳の交付に関する診断書を作成する医師の指定の審査
（身体障害者福祉法第15条）
平成23年度指定件数：32名

※部会開催のほかに、身体障害者手帳の障害等級判定に関して、
県障害保健福祉課職員が審査部会の委員を随時訪問し、
判定依頼を行っている。

更生医療部会

審査部会 身体障害者手帳障害部位別割合
(H24.3.31現在）

身体障害者手帳交付数の推移（各年3月31日現在）

視覚障害

7.1%

聴覚・平衡

機能障害

6.6%

音声・言語

そしゃく機

能障害

1.0%

肢体不自

由

54.1%

内部障害

31.3%

8,877

12,412

14,527
13,401

14,488

15,863
16,781

19,099

22,842

6,221

8,750

10,719
11,878

13,332
14,581

15,338

17,656

21,470

1,873

3,202 3,423

1,483 1,123 1,247 1,328 1,341 1,276

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

合計

人工

透析

心臓

その

他

更生医療レセプト件数の推移

15,679 14,433 13,716 12,965 12,269 11,685

18,953 22,548
27,735 29,454 31,469 33,479

H4 H8 H12 H16 H20 H24

65歳以上

65歳未満

34,632

41,451
43,73842,419

45,164

36,981
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民生委員・児童委員

◆民生委員･児童委員は、民生委員法に基づいて、市町村に設置された民生委員推薦会により選考が行われ、都道府県知事（高知県）、指定都市又は中核市（高知市）長の推薦により厚生労働大臣から
委嘱される。
◆民生委員は児童委員を兼ねることになっている。
◆民生委員・児童委員の中には、児童福祉問題を専門に担当する「主任児童委員」がいる。
◆民生委員・児童委員の任期は３年間（現任期：H22.12.1～H25.11.30）であり、再任も可能。
◆民生委員・児童委員は、社会奉仕の精神を持って住民の立場に立って相談に応じたり、住民が尊厳を持ってその人らしい自立した生活ができるよう支援を行う。
◆民生委員は担当地区での調査・実態把握、相談支援を行うほか、各種行事への参加協力や自主的な地域福祉活動等、幅広い活動を行っている。また、最近では、ふれあいいきいきサロンなどの小地域
活動や災害時要援護者支援などに活動の幅を広げている。

民生委員・児童委員について

◆住民の生活状態を必要に応じ適切に把握する。
◆援助を必要とする者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように生活に関する相談に応じ、助言その他の援助を行う。
◆援助を必要とする者が福祉サービスを適切に利用するために必要な情報の提供その他の援助を行う。
◆社会福祉を目的とする事業を経営する者又は社会福祉に関する活動を行う者と密接に連携し、その事業又は活動を支援する。
◆福祉事務所その他の関係行政機関の業務に協力する。
◆その他、必要に応じて、住民の福祉の増進を図るための活動を行う。

◆児童及び妊産婦につき、その生活及び取り巻く環境の状況を適切に把握する。
◆児童及び妊産婦につき、その保護、保健その他福祉に関し、サービスを適切に利用するために必要な情報の提供その他の援助及び指導を行う。
◆児童及び妊産婦に係る社会福祉を目的とする事業を経営する者又は児童の健やかな育成に関する活動を行う者と密接に連携し、その事業又は活
動を支援する。
◆児童福祉司又は福祉事務所の社会福祉主事の行う職務に協力する。
◆児童の健やかな育成に関する気運の醸成に努める。
◆その他、必要に応じて、児童及び妊産婦の福祉の増進を図るための活動を行う。

児童委員の役割【児童福祉法第17条】

民生委員の役割【民生委員法第14条】

社会福祉法第１１条
地方社会福祉審議会に、民生委員の適否の審査に関する事項を調査審議するため、民生委員審査専門分科会を、身体障害者の福祉に関する事項を調査審議

するため、身体障害者福祉専門分科会を置く。

民生委員法第５条
民生委員は、都道府県知事の推薦によつて、厚生労働大臣がこれを委嘱する。

２ 前項の都道府県知事の推薦は、市町村に設置された民生委員推薦会が推薦した者について、都道府県に設置された社会福祉法 （昭和二十六年法律第四
十五号）第七条第一項 に規定する地方社会福祉審議会（以下「地方社会福祉審議会」という。）の意見を聴いてこれを行う。

地方社会福祉審議会民生委員審査専門分科会

高知県の民生委員・児童委員（主任児童委員）の活動状況

件数 割合(%)

相談支援 80,321 29.0%

地域福祉活動・自主活動 74,201 26.8%

行事・事業・会議への参加協力 47,886 17.3%

民児協運営・研修 41,160 14.9%

調査・実態把握 26,007 9.4%

証明事務 6,301 2.3%

要保護児童の発見の適否・仲介 858 0.3%

合計 276,734 100.0%

活動件数
平成22年度

参考

地域福祉政策課
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【予算額】H24当初 113,988千円 → H25当初案 122,781千円

●児童虐待や高齢者の孤独死、悪徳商法など、地域におけ
る課題は多岐にわたり、民生委員・児童委員の役割がこ
れまで以上に重要になっている

●コミュニティの弱体化に加え、民生委員活動への理解・
周知不足等から、活動しにくい環境も

●地区毎の民生委員活動に温度差があり、欠員も生じている

・生活保護、生活福祉資金などのセーフティネットに係る相談援助

・地域見守り協定による民間事業者と連携した安全・安心の見守り活動

・児童虐待等の早期発見や見守り支援

・悩みを抱えた人やひきこもりがちな人の相談支援
・災害時要援護者の把握等
・あったかふれあいセンターの運営への参画 等

福祉委員さんの協力や
見守り協定等があるから
活動しやすくなったね

〇民生委員・児童委員の定数等 （H24.10.1現在）

〇活動

〇取り組み

(単位：人)
対策のポイント

新たな期待

民生委員・児童委員の方々に、これまで以上に県や市町村と一体となって活動してい
ただき、2,500人のマンパワーをそれぞれの地域で十分に発揮していただくこと。

●民生委員・児童委員活
動の住民への周知

●民生委員活動の温度差

●後継者不足

平成２５年度の取り組み

高知型福祉の実現

こどもから高齢者、障害者などすべ
ての県民が、共に支え合いながら生
き生きと暮らすことができる地域づ
くりを推進

ともに支え合う地域づくり

高齢者が安心して暮らせる地域づくり

障害者が生き生きと暮らせる地域づくり

次代を担うこども達を守り育てる環境づくり

定数 実数 調整中

高知市以外 1,715 1,699 16

高知市 745 723 22

合計 2,460 2,422 38

民生委員・児童委員活動の充実 地域福祉政策課

困ったときには
相談してくだ

さいね

【民生委員・児童委員が活動しやすい環境づくり】

○民生委員・児童委員活動費に対する助成
○ハンドブックを活用した活動
○民生委員・児童委員と行政等との意見交換会の開催
○民生委員・児童委員を支える福祉委員等設置の促進

・福祉委員や地域福祉サポーターなど民生委員を支える
サポーターの養成を推進する

○「こうち支え合いチャレンジプロジェクト」の推進
・地域全体で見守り支え合う「見守りネットワーク」の構
築を進め、県民みんなが見守りサポーターとなるよう、
取組みを進める

○民生委員･児童委員活動の学校関係者への周知
○民生委員・児童委員の一斉改選（3年に1度）の実施

【民生委員・児童委員に必要な知識・技術の習得】

○民生委員・児童委員を対象とした研修の充実・強化

・自殺対策や認知症高齢者など、複雑化する地域のニーズに的確に対応するため、
相談対応研修や活動ハンドブックを活用した研修

民生委員を支える福祉委員等制度

民生委員･児童委員
34市町村 約2500人

福祉委員・民生委員サポーターなど

会長研修
・活動ハンドブックを活用し、日々の見守り活動や相談
への対応等実践活動に活かせる研修

・相談対応研修や社会的な課題に対する知識の習得

・傾聴ボランティアや認知症キャラバンメイトなど、地域
のニーズに対応する、より具体的な研修への参加

・ 高知市と共同での実施

中堅研修（委員2期目以上）

新任研修（1年目・2年目・3年目）

新任研修（主任児童委員）

ブロック別研修

新

～H22 H23 H24 H25～

活動しやすい
環境づくり

研修の充実

地域の見守
り協定の締
結と活動の
PR

◆H22～活動費補助いの拡充

◆H22～活動ハンドブックの作成

◆民生委員・児童委員と行政、社協との意見交換会の開催

◆活動ハンドブックの活用
◆民生委員・児童委員活動の

学校関係者への周知

◆H18～ブロック別研修会の開催（県内５ブロック）

◆H20～ 1年目研修の毎年度開催（任期途中に委嘱された方

◆H22～ 新任研修の拡充（2年目・3年目研修の実施）

◆H22～ ハンドブックを活用した研修

◆H24～新任主任児

童委員の研修を開始

◆H19～協定の締結

【H19.4】

・高知新聞社・高新会
・㈱サンプラザ

・こうち生協

・高知ヤクルト販売

【H20.1協定】

・四国電力㈱

【H22.1協定】

・高知医療生協

【H21.1協定】

・県内16JA・中央 ◆協定事業者の拡充（地域での各民児協と民間事業者との見守り

◆H21～県民児連・協定事業者との三者会の開催

◆H21～見守り協定ロゴマーク作成 ロゴマークを使用した活動ジャンバーの配布・活用

◆H21～協定事業者にロゴマークのシール・バッジ等を配布

現 状 課 題

拡

研修の充実でいろんな
相談に対応できるね
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地域福祉政策課高知県社会福祉審議会 地域福祉専門分科会

社会福祉法第11条
地方社会福祉審議会に、民生委員の適否の審査に関する事項を調査審議するため、民生委員審査専門分科会を、身体障害者の福祉に関する事項を調査審議するた

め、身体障害者福祉専門分科会を置く。
２ 地方社会福祉審議会は、前項の事項以外の事項を調査審議するため、必要に応じ、老人福祉専門分科会その他の専門分科会を置くことができる。

＜設置年月日＞
・平成２２年１月２６日
＜設置目的＞
・高知県地域福祉支援計画に関する事項について審議するため
＜委員数＞
・11名
＜支援計画の策定経過＞
・平成２２年１月２６日 平成２１年度高知県社会福祉審議会開催

知事から高知県地域福祉支援計画の策定について諮問 地域福祉専門分科会を設置

・平成２２年５月３１日 平成２２年度第１回高知県社会福祉審議会地域福祉専門分科会開催
高知県地域福祉支援計画基本事項、高知県地域福祉支援計画骨子（案）の協議

・平成２２年８月３０日 平成２２年度第２回高知県社会福祉審議会地域福祉専門分科会開催
高知県地域福祉支援計画基本事項、高知県地域福祉支援計画原案の協議

・平成２２年９月２７日 高知県地域福祉支援計画策定のための意見交換会の開催（６回）
～１０月１８日

・平成２２年１１月１０日 平成２２年度第３回高知県社会福祉審議会地域福祉専門分科会開催
高知県地域福祉支援計画原案の協議

・平成２３年１月１７日 平成２２年度第１回社会福祉審議会開催
高知県地域福祉支援計画（原案）の協議、パブリックコメントの実施決定

・平成２３年１月２６日 パブリックコメントの募集
～２月１６日

・平成２３年２月２５日 平成２２年度第４回高知県社会福祉審議会地域福祉専門分科会開催
パブリックコメント募集結果報告（３名から計９件の意見をいただく）
高知県地域福祉支援計画原案の協議

・平成２３年３月１４日 高知県地域福祉支援計画（案）の答申（平成２２年度第２回社会福祉審議会を開催予定であったが、東北沖大震災の対応のため中止）

・平成２４年３月２２日 高知県地域福祉支援計画を策定
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地域福祉政策課高知県社会福祉審議会 地域福祉専門分科会

１ 市町村の地域福祉の推進を支援するための基本的方針に関する事項
２ 社会福祉を目的とする事業に従事する者の確保又は資質の向上に関する事項
３ 福祉サービスの適切な利用の促進及び社会福祉を目的とする事業の健全な発達
のための基盤整備に関する事項

１ 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項
２ 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項
３ 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項

１ 地域福祉活動への住民の参加促進
２ 福祉サービスの開発や拠点の整備

【社会福祉法 第108条】
都道府県は、市町村地域福祉計画の達成に資するために、各市町村を通ずる

広域的な見地から、市町村の地域福祉の支援に関する事項として次に掲げる事
項(※下記)を一体的に定める計画 （「都道府県地域福祉支援計画」）を策
定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、公聴会の開催等住民その他
の者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、その内容を公表
するものとする

【社会福祉法 第107条】
市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項(※下記)を

一体的に定める計画（「市町村地域福祉計画」という。）を策定し、又は変更
しようとするときは、あらかじめ、住民、社会福祉を目的とする事業を経営す
る者その他社会福祉に関する活動を行う者の意見を反映させるために必要な措
置を講ずるとともに、その内容を公表するものとする。

【地域福祉計画策定指針（H15.11全国社会福祉協議会）】
地域住民や福祉活動を行う民間団体の自主的・自発的な福祉活動を中心に

した民間活動の自主的な行動計画を策定することが必要である

都道府県地域福祉支援計画

市町村地域福祉計画

市町村地域福祉活動計画 (市町村社会福祉協議会)

平成２３年度 新規策定（１７）

平成２４年度 新規策定予定（１０）

平成２５年度 新規策定予定（１）

平成２２年度末 策定済（6）

各市町村地域福祉計画
【H2４.１2月末現在の状況】
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《行政説明》
高知県地域福祉支援計画の進捗状況について

資 料 ２



高知県地域福祉支援計画（概要）

実
現
を
目
指
し
て

高
知
型
福
祉
の

地域福祉とは、誰もがその人らしく住み慣れた地域で安心して暮らせるように、行政と地域住民やボ
ランティア、民生委員・児童委員、NPO、社会福祉協議会、社会福祉団体などが協力して、地域課題
の解決に向けて取り組んでいくことです。

はじめに

○人口減少・少子高齢化の進行

○中山間地域の過疎化、高齢化の進行

○地域の支え合いの力の弱まり

高知県の現状と課題
①福祉制度サービスが行き届いていない地域への対応

②小地域での福祉活動（ふれあいサロンなど）の普及

③相互扶助活動の推進

④中山間地域での暮らしの確保

⑤児童虐待や自殺対策など社会的な課題への対応

など

第１章 計画策定の背景

この計画の目的は、「高知型福祉」の実現のために、市町村の地域特性や独自性を尊重し、市町村
が住民の皆さんや社会福祉協議会、民生委員・児童委員、ＮＰＯ、社会福祉団体などとともに、地域
の実情を踏まえて、福祉ニーズや生活課題などに対応した地域福祉を進める取組を支援することです。

計画の目的

第２章 計画の基本的事項

◎安全・安心の地域づくりの推進
○新たな支え合いによる地域づくり
○安全で安心して暮らせる地域づくり

◎安全・安心の基盤づくりの推進
〇福祉を支える担い手の育成
○利用者の視点に立った福祉サービスの質の向上

地域福祉の方向性

平成２３年度から平成２７年度までの５年間

官民協働による県民誰もが安全で安心して暮らせる支え
合いの仕組みづくり

計画の目標

計画の推進体制

計画の期間

① 福祉研修センターなどによる福祉を支える
人づくり

ア 福祉専門職の育成
イ 地域福祉の視点をもった専門職などの育成
ウ 地域福祉の担い手の育成とﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の普及

② 民生委員・児童委員の活動しやすい環境づ
くり

③ 地域福祉活動を支える体制づくり
ア 市町村社会福祉協議会の活動の活性化
イ 高知県ボランティア・NPOｾﾝﾀｰの機能強化
ウ 社会福祉法人や企業などの民間団体の社会貢献

① きめ細やかな相談支援の体制づくり
・認知症サポーター、こころのケアサポーター

などの育成

② 適切な福祉サービスへの利用促進のため
の仕組みづくり

・福祉サービス第三者評価事業
・日常生活自立支援事業
・運営適正化委員会

③ セーフティネット機能の充実と強化
・生活福祉資金の貸付、生活保護

第３章 計画の内容

① 小規模多機能支援拠点（あったかふれ
あいセンターなど）の活動の充実

② 地域福祉の拠点における支え合いの仕
組みづくりと実践活動

ア 福祉サービスの現状と住民参加による
新たな支え合いの仕組みづくり

イ 推進体制と実践活動、活動の評価

③ 小地域の福祉活動の推進
ア ふれあいサロン活動などの普及
イ 住民主体の介護予防の推進

① 地域包括支援ネットワークシステムの構築
ア 市町村の相談窓口の機能強化
イ 保健・医療・介護・福祉などの連携による

地域包括支援ネットワークシステムの構築
・高齢者 ・障害者 ・児童
・自殺予防・ひきこもり自立支援

ウ 地域福祉拠点における活動の推進
・住民への相談支援 など

② 自治組織などによる相互扶助活動の普及
ア 中山間地域の集落機能の維持と支え合い活動
イ 自主防災の組織づくりと活動の促進
ウ 災害時要援護者の支援の仕組みづくり

(2)安全で安心して暮らせる地域づくりの推進(1)新たな支え合いによる地域づくりの推進

安全・安心の基盤づくりの推進
～多様な福祉サービスの質の向上～

計画の進行管理

地域アクションプランを一体的に策定

第５章 地域福祉の取組

安全・安心の地域づくりの推進
～コミュニティの再生・強化～

(3) 福祉を支える担い手の育成 (4)利用者の視点に立った福祉サービスの質の向上

市町村の地域福祉計画の支援 市町村社会福祉協議会の地域福祉活動計画の支援

施策などの実施状況を報告し、意見を踏
まえ、計画の効果的な推進を図ります。

市町村などの活動状況を踏まえ、
施策などに反映します。

報
告

社会福祉審議会
（地域福祉専門分科会）

市町村

意
見

連
携

県

関係各課、出先機関が連携し、施策などを着実に実施

（日本一の健康長寿県構想推進会議）

住民 自治会 社会福祉法人
民生委員・児童委員 ボランティア・NPO

社会福祉協議会 企業 など

日本一の健康長寿県構想推進会議

（６月、９月、１２月、２月）

ＰＤＣＡ

実行 点検・評価 課題などへの対応・対策 計画の見直し 実行

・計画の進捗状況 ・目標の達成状況
・効果 ・課題と対応策

県のホームページ
などでの公表

第４章 地域福祉のビジョンづくり

実例１ 実例１２～

高
知
県
社
会
福
祉
協
議
会

連
携

連携
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高知県地域福祉支援計画 進捗状況 

 

 現状及び課題 取組の方向 進捗状況 今後の取組 

【 地 域 福 祉 計 画 等

の推進】 

○高知県地域福祉支援計画  

Ｈ23 年 3 月策定 

 

○市町村「地域福祉計画」 

  市町村が、地域の実情に応じて方向性

を示し、必要な施策などを明らかにする

社会福祉法第 107 条に基づく計画 

 

○市町村社会福祉協議会「地域福祉活動計画」 

  社会福祉協議会が、地域住民やボラン

ティア団体、ＮＰОなどと福祉課題の解

決に取組むための民間の活動・行動計画 

 

○人口減尐や高齢化の進行、生活課題が多

様化している現状を踏まえ、地域福祉を

推進するため、「地域福祉計画」と「地

域福祉活動計画」を、「地域福祉アクシ

ョンプラン」として一体的に策定 

 

○地域ごとに、行政や社会福祉協議会、地

域住民がともに話し合い、地域の実情に

応じた必要なサービスの確保や支え合

いの仕組みづくりなどを、官民協働で策

定し、実践されるよう取組を進める 

 

具体的項目 Ｈ２２年度 
進捗状況 

（24 年 10 月） 

目標 

Ｈ２７年度 

 

地域福祉計画の策

定（策定市町村数） 

 

６市町村 

 

33 市町村策定 

予定（年度末） 
３４市町村 

 

地域福祉活動計画

の策定（策定市町村

社協数） 

 

７市町村 

社協 

 

32 市町村社協 

策定予定（年度

末） 

３４市町村 

社協 

【地域福祉アクションプランの実践】 

○平成 25 年度には、県内全市町村で地域福祉計

画が策定される予定 

 

○地域福祉アクションプランに基づき、地域の支

え合いの再構築が推進されるよう、市町村や市

町村社会福祉協議会が主体となって取組む活動

を支援 

（1）新たな支え合

い に よ る 地 域 づ く

りの推進 

 

① 小 規 模 多 機 能 支

援拠点（あったかふ

れ あ い セ ン タ ー な

ど）の活動の充実 

 

 

 

 

 

○全国に先行して人口の減尐や高齢化が進

展し、地域の支え合いの弱まり 

 

○本県の中山間地域等では、全国一律の縦

割りの福祉サービスの基準では、子育て

や介護、自立支援など多様なニーズがあ

りながらも、それぞれの利用者が尐ない

ため、サービスが提供されにくい状況 

 

○住み慣れた地域で必要なサービスを受け

ながら安心して暮らせるしくみづくりの

ため、平成 21 年度から、小規模であり

ながらも、必要な福祉サービスを提供で

きる小規模多機能支援拠点として「あっ

たかふれあいセンター」の整備を推進。  

 

○平成２４年４月現在で、２７市町村３５   

か所で実施 

○あったかふれあいセンターの整備促進 

 

○「集う」を基本に、送迎サービス、訪問・

相談活動などを充実強化。また、支援が

必要な方を早期に発見し、早期に必要な

支援やサービスにつなぐ「見守り支援ネ

ットワーク」などの活動を推進 

 

 

 

  

 

具体的項目 Ｈ２２年度 
進捗状況 

（24 年 10 月） 

目標 

Ｈ２７年度 

地域福祉の拠点の

整備（設置箇所数） 

 

 

３０市町村 

（３９か所） 

 

２７市町村 

（35 ヶ所） 

 

サテライトを

含めて旧市町

村単位に１か

所以上 

地域福祉の拠点の

官民協働による運

営体制の構築（運

営協議会の設置） 

― 

 

26 市町村 

（33 ヶ所） 

すべての地域福

祉の拠点 

 

地域福祉の拠点の

職員体制の整備

（地域福祉コーデ

ィネーター等の配

置） 

― 

 

27 市町村 

（35 ヶ所） 
すべての地域福

祉の拠点 

地域福祉コーディ

ネーター及びスタ

ッフの育成 （段

階に応じた研修の

実施） 

― 

・地域支援ワー

カー研修１回/

年 

・地域福祉コー

ディネーター

研修１回/年 

・スキルアップ

研修２回 / 年

（年度末） 

年１回以上 

【あったかふれあいセンターの機能強化】 

○市町村の地域福祉計画に地域福祉の拠点とし

て、「集い」「訪問・相談・つなぎ」「生活支援」

等の機能に係る取組を推進 

 

○国への政策提言による新たな制度化の実現 

 

○福祉専門職や地域福祉の担い手が増え、地域の

支え合い活動等が活発に行われている 

 

○あったかふれあいセンターと集落活動センター

の融合した取組の推進 

－２－ 



 

 現状及び課題 取組の方向 進捗状況 今後の取組 

（1）新たな支え合

いによる地域づく

りの推進 

 

②地域福祉の拠点

における支え合い

の仕組みづくりと

実践計画 

 

 

 

 

 

 

○住民参画による新たな支え合いの仕組み

づくりが大きな課題 

 

○既存の制度や仕組みによる福祉サービス

だけではなく、住民も参加した新たな支

え合いとサービスの仕組みづくりが必要 

 

○また、地域課題やニーズに対応した仕組

みづくりを進めていくためには、住民の

支え合いの意識の醸成を図ることが重要  

 

○実践活動を定期的に評価・見直しをして

いくことで、より地域の実情やニーズに

応じた取組につなげていくことが必要  

○あったかふれあいセンターなど、地域福

祉の拠点を中心にして、官民協働で新し

い支え合いの仕組みづくりを推進  

 

○生活課題に対応した生活支援サービス

や支え合いの仕組みづくりを進める 

 

○地域の現状や課題を住民と共有するこ

とで、支え合いの意識を醸成し、理解と

協力を得るよう取組を進める 

 

○ＰＤＣＡサイクルによる評価や計画の

見直しなどを位置づけて、地域のニーズ

に対応した取組を進める 

 

 

 

具体的項目 Ｈ２２年度 
進捗状況 

（24 年 10 月） 

目標 

Ｈ２７年度 

地域福祉の拠点の官民

協働による運営体制の

構築 

（運営協議会の設置） 

 

― 

 

26 市町村 

（33 ヶ所） 

すべての地

域福祉の拠

点 

新たな支え合いの地域

福祉の拠点の整備 

（生活課題に対応した

生活支援サービス、地域

ニーズの掘り起こし、地

域の支え合いなどの仕

組みづくり） 

 

― 

 

 

27 市町村 

（35 ヶ所） 
すべての地

域福祉の拠

点 

【地域福祉アクションプランの実践活動を支援】 

 

Ｈ25～26「こうち支え合いチャレンジプロジェ

クト」の展開 

 

○住民同士がつながり、地域コミュニティの活動

を活性化 

 

○地域全体で見守り支え合う「見守りネットワー

ク」を構築し、たとえ一人暮らしであっても、

地域全体で見守る地域づくりの推進 

 

（2）安全で安心し

て暮らせる地域づ

くりの推進 

 

①地域包括支援ネ

ットワークシステ

ムの構築 

 

 

 

 

○高齢者や障害者、児童、ひきこもり状態

にある方やその家族、住民の方々などか

ら、保健や医療、介護福祉サービスなど

各分野の相談窓口が対応 

   

○各分野の相談窓口が適切に対応していく

ためには、職員の専門性を高めていくと

ともに、あったかふれあいセンターなど

の地域福祉の拠点や、専門機関などとの

情報共有や小地域ケア会議などを通じて

機能強化を図る取組が必要 

 

○今後は、地域包括支援ネットワークシス

テムとして、柔軟に対応し、必要なサー

ビスや支援につなげていく仕組みづくり

が重要 

 

○住民の相談に適切に対応するため、市町

村の各分野の相談窓口の専門性の向上

と機能強化を図るため、研修や専門機  

 関からのアドバイス、情報交換会などの

取組を進める  

 

○地域のニーズを早期発見、早期対応して

いくため、地域包括支援ネットワークシ

ステムの構築を進め、その活動内容を評

価し、改善する仕組みも導入する  

 

 

 

具体的項目 Ｈ２２年度 
進捗状況 

（24 年 10 月） 

目標 

Ｈ２７年度 

＜高齢者＞地域包括支

援ネットワークシステ

ムの構築 

（要支援者のニーズ把握、専門機関

のネットワーク、相談窓口の体制、

活動の評価などの仕組みづくりと

活動を開始した市町村数） 

 

― 

 

 

 

１村 
 

３４市町村 

地域包括支援センター

職員のスキルアップ 

 

 

 

年２回 

 

 

年４回 
年３回以上 

認知症サポーターの育

成（育成サポーター数） 

 

 

 

１０，２２５人 

 

19,290 人 
（24 年 9 月

末） 

２０，０００人 

【小地域見守りネットワークの構築】 

 

○孤立死の防止や生活支援など、多様化する地域

課題に対し、地域全体で取組む体制づくりを推

進 

 

○「こうち支え合いチャレンジプロジェクト」を

通じて、「見守り」を地域全体で取組む「小地域

見守りネットワーク」の構築を進める 

 

○定期的に話し合い、見守り状況の確認、ニーズ

を早期に発見することで、専門職を含めた「地

域全体」で課題に対応 

 

－３－ 



 

 現状及び課題 取組の方向 進捗状況 今後の取組 

２）安全で安心して

暮らせる地域づく

りの推進 

 

②自治組織などに

よる相互扶助活動

の普及 

 

ウ 災害時要援護

者の支援の仕組み

づくり 

【市町村における要援護者の把握と避難支

援プランの策定】  

南海地震への対応など、災害時の要援護者

（高齢者、障害者、乳幼児、妊婦など）へ

の対策が喫緊の課題 

 

災害時要援護者が避難する福祉避難所に

ついては、市町村の福祉避難所の指定が円

滑に進むよう取組を進めていく 

 

【要援護者に対する日常の見守り活動】 

いざというときのためにも、日頃からの見

守りや顔の見える関係づくりが、命を救う

力につながってくる 

【市町村における要援護者の把握と避難支援プ

ランの策定】  

市町村の防災関係部署と福祉・保健関係部署や

社会福祉協議会などが連携し、避難計画を策定 

 

民生委員・児童委員などの協力も得て災害時要

援護者の把握と個人情報の収集を行い、台帳整

備を進める  

 

 

【要援護者に対する日常の見守り活動】 

災害時要援護者支援連絡会議などの関係機関

の話合いの場づくりと、要援護者を日頃から見

守る活動を進める  

 

具体的項目 Ｈ２２年度 
進捗状況（24

年度見込み） 

目標 

Ｈ２７年度 

災害時要援護者

台帳の整備（整

備に着手した市

町村数） 

 

２９市町村 

 

 

34 市町村 ３４市町村 

個別避難支援プ

ランの策定（策

定に着手した市

町村数） 

 

 

２０市町村 

 

 

34 市町村 
３４市町村 

福祉避難所の指

定（指定市町村

数） 

 

 

３市町村 

（５か所） 

 

18 市町村 

（61 ヶ所、延

べ 76 ヶ所） 

３４市町村 

【市町村における要援護者の把握と避難支援プ

ランの策定】  

 

○災害時要援護者の避難支援 

  南海トラフ新想定に対して、津波から逃げる

方策の検討や、福祉分野だけでなく、保健・医

療分野との連携、要援護者の方々のそれぞれの

特性、また、発災以降の避難生活も想定した、

中長期的な対策を推進 

 

 

 現状及び課題 取組の方向 進捗状況 今後の取組 

（3）福祉を支える

担い手の育成 

 

①福祉研修センタ

ーなどによる福祉

を支える人づくり 

 

 

【ア 福祉専門職の育成】  

・福祉分野の専門職の育成・確保が非常に重要で

あり、より高い専門性とサービスの質が求めら

れ、福祉専門職の資質の向上が必要 

 

【イ地域福祉の視点をもった専門職などの育成】  

・高齢者や障害者などが地域で安心して暮らし続 

けるためには、保健・医療・福祉・介護の専門

職が連携して、地域や要援護者の情報を共有

し、地域福祉の視点を持って連携して支援を行

うことが重要 

【ウ 地域の担い手の育成】  

・住民の方々が地域福祉の担い手となるよう育成

していくとともに、ボランティア活動の普及な

どによる地域課題などの解決に向けた取組を進

めることが必要 

【ア 福祉専門職の育成】  

・高知県社会福祉協議会に福祉研修センターを設置し

て、研修の体系化による福祉専門職の段階に応じた

研修を実施し、専門性の向上による質の高い福祉サ

ービスの提供と、福祉専門職の確保育成を進める 

 

【イ 地域福祉の視点をもった専門職などの育成】 

・地域支援を行う保健師と地域包括支援センター、社  

 会福祉協議会と、ケアマネジャーや医療関係者など 

を対象とした研修会を実施 

 

【ウ 地域の担い手の育成】 

・民生委員・児童委員、ボランティア・ＮＰＯ、事業 

 者などをはじめ地域福祉の担い手を育成 

 

 

具体的項目 

現状 

Ｈ２２

年度 

進捗状況

（24 年 10

月） 

目標 

Ｈ２７

年度 

地域福祉コー

ディネーター

及びスタッフ

の育成（段階

に応じた研修

の実施） 

 

 

― 

・地域支援

ワーカー研

修１回/年 

・地域福祉

コーディネ

ーター研修

１回/年 

・スキルア

ップ研修２

回/年（年度

末） 

年 １ 回

以上 

地域支援ワー

カ ー の 育 成

（育成ワーカ

ー数） 

 

― 

 

 

154 人 
３ ０ ０

人 

【福祉研修センターの充実】 

○研修体系の確立と計画的な人材育成により、県

内の福祉・介護人材の資質向上と育成を図る 

 

○職場への効果的なフィードバックなど、研修を

受講した者と事業所が、ともに研修成果を高め

る仕組みづくりに取組む 

 

－４－ 



 

 現状及び課題 取組の方向 進捗状況 今後の取組 

（3）福祉を支える

担い手の育成 

 

②民生委員・児童委

員の活動しやすい

環境づくり 

○民生委員・児童委員は、住民に最も身近な相談

相手であり、住民との信頼関係の中で市町村と

連携した高齢者の見守りや災害時要援護者対策

への取組などの地域福祉を推進する 

 

○児童虐待や高齢者の孤独死、悪質商法、自殺対

策や防災対策など地域課題は複雑、多岐にわた

っており、地域福祉活動の推進役として民生委

員・児童委員に対する期待は大きくなっている 

 

○民生委員・児童委員には、民生委員法で守秘義

務が課せられており、地域の中で支援を必要と

する人の情報が、適切な方法で提供されること

が必要であるが、各市町村の個人情報の条例に

基づく取扱いが異なることや、プライバシーの

意識が高まる中で、個人情報の取扱いが過度に

慎重となっているところもあり、民生委員・児

童委員に必要な情報が得られにくく、活動に支

障が出ている状況もある 

 

○多くの県民が、民生委員・児童委員の活動に活動へ

の理解を深め、幅広い活動への協力が促進されるよ

うに広報・啓発活動などの取組を進める  

 

○民生委員・児童委員が地域福祉の拠点として活動を

進めている「あったかふれあいセンター」の運営体

制（運営委員会など）にかかわることで、それぞれ

の地域で活動している団体や事業者とのネットワー

クづくりを進める  

 

○民生委員・児童委員活動に、必要な個人情報が提供

されるよう、市町村などの関係機関と連携して取り

組む  

 

 

具体的項目 
現状 

Ｈ２２年

度 

進捗状況 

（24 年 10

月） 

目標 

Ｈ２７ 

年度 

民生委員・児

童委員と市

町村との意

見交換の実

施 

（実施市町

村数） 

 

― 

 

 

 

 

３２市町村 ３４市町村 

民生委員・児

童委員への

研修の充実

（段階に応

じた研修の

実施） 

 

 

各対象者別

研修 

（会長、中堅、

新任） １回

以上／年 

会長 1 回／

年 

 

中堅 1 回／

年 

 

新任 8 回／

年 

（年度末予

定） 

各対象者別

研修 

（会長、中

堅、新任） 

１回以上／

年 

【民生委員・児童委員活動の充実】 

○民生委員・児童委員の方々が、自らのステージ

に応じて必要な知識・技術を着実に身につける

ことができるよう、研修の充実強化を図る 

 

○民生委員・児童委員をサポートする体制が各市

町村に定着し、民生委員・児童委員の負担軽減

が図られるよう、市町村等の取組みを支援 

 

○地域で民生委員・児童委員の活動が、より理解

されるよう、広報・啓発活動を促進 

 

－５－ 



《行政説明》
平成２５年度の高知型福祉の主要な取組について

資 料 ３



H21～H24 【第1ステージ】

・地域福祉アクションプランの策定
33市町村が策定予定

・あったかふれあいセンター
27市町村35ヶ所
114サテライトの展開

・福祉研修センターの設置

地域福祉を推進する
基盤づくりの広がり

【地域防災力の向上】
地域コミュニティ活動の活性化や、
見守りネットワークの構築で、いざ
という時も安心・安全な地域づくり

地域の支えあいの
再構築の実現へ

H27～ 【第3ステージ】

こうち支え合いチャレンジプロジェクト
地域福祉の基盤づくりを、地域の支え合いの
再構築に着実につなげていくため、

①住民同士がつながり、地域コミュニティの
活動を活性化

②地域全体で見守り支え合う「見守りネット
ワーク」の構築

を、官民一体となって展開

背景

H25～H26 【第2ステージ】

小地域ごとに「地域協議会（仮称）」など、
地域福祉を推進する体制づくり

地域福祉アクションプランについて、地区の代表・地域福祉の関係
者の方々などが定期的に話し合う場づくりを支援

・それぞれの活動状況について
・地域間や関係者の協力・連携について
・課題解決に向けた新たな取組みについて

など

アクションプランの実践活動を支援

◆県社協と連携し、市町村・市町村社協
の取組を支援

◆「社協職員」「あったか職員」が、地域
の活動を、きめ細かく支援

◆こうち支え合いチャレンジプロジェクト
事業費補助金

◆地域を担う地域福祉サポーターの養成
（住民の方々を対象）

◆市町村・市町村社協職員を対象とした
地域福祉の実践研修

人材の育成

◆地域を支援する専門職の資質向上研修

福 祉

あったかふれあいセンターが支援

◆集いや訪問、相談活動を通じて、地域の
実情に即した地域コミュニティーの活動
を支援

拠点

サテライト

サテライト サテライト

サテライト

サテライト サテライト

住民

行政

社協

住民

行政

社協

住民

行政

社協

住民

行政

社協

住民

行政

社協

住民

行政

社協
小地域

老人クラブ

ボランティア

地域住民 民生委員・児童委員

専門
職種

保健
機関

介護
事業所

医療
機関

行政
機関 地域包括支援ネットワークシステム

運営委員会

◆基本機能

集い＋付加機能（預かる・働く・送る・交わる・学ぶ・等）

日中の居場所・見守りの場

●高齢者
・元気な高齢者や介護認定者の居場所
・介護サービスの補完
・生活に不安のある方や、閉じこもりがちな方の居場所

●子ども
・学童保育を利用していない小学生の居場所
・放課後、長期休暇中の居場所

●障害者
・日中の居場所 ・社会参加や就労支援の場

●その他
・引きこもりがちな若者の居場所
・乳幼児を連れた母親の居場所

概ね週5日実施

地域包括支援ネット
ワークシステムの構築

・住民参加による地域での見守り・早期発見、
つなぎのネットワーク
・住民からの相談対応
・緊急時の対応の仕組みづくり など

訪問・相談・つなぎ
概ね週2日実施

例）
・訪問活動による住民の生活課題の把握
・小地域ケア会議
地域の相談窓口

新たな支え合いの仕組みづくり

・生活支援サービスや支えあいの仕組みづくりと
コーディネート
・地域活動（介護予防やサロン活動等）のサポート
・ボランティアなどの人材育成 など

例）

・ちょっとした困りごとへの対応 （布団干し
やごみ出しのお手伝いなど）
・ご近所による見守り体制づくり
・住民主体のサロン活動
の運営支援

生活支援
ニーズに合わせて適宜実施

◆機能拡充
基本機能を基本に機能を拡充

泊り・移動手段の確保・配食

ス
タ
ッ
フ

地
域
福
祉
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

小規模多機能支援拠点（地域福祉の拠点）

あったかふれあいセンター

あったかふれあいセンター

●地域の支え合いの弱まり
以前は自然にあった近所の交流や、地域の活動が衰退し、

地域の支え合いの機能が弱まっている

●地域における生活課題の深刻化・広がり
人口減少や高齢化が進む中、独居世帯や高齢者のみの世
帯が増加し、地域では孤立を要因とする様々な生活課題
が広がっている（移動手段や買い物、孤立死、ひきこもり等）

地域福祉
アクションプラン

地域福祉アクションプランの実行により、地域の課題に対応

平成25年度当初予算資料 『こうち支え合いチャレンジプロジェクト』 ＜Ｈ25～26＞ 地域福祉政策課

支援策

① 住民同士がつながり、地域
コミュニティの活動を活性化

地域に密着した「社協職員」や、「あったかふれあ
いセンター職員」が、地域の活動を支援

なにか様子が
おかしい？

相談
連絡

声かけ ・あいさつ

地域の防災対策との一体的な取組

自主防災組織を中心とした地域の防
災対策と、一体的な取組み

地域で「アクションプランの実践」

住民相互の声かけや見守り活動

話し合い

集い・交流

健康づくり

生きがいづくり

隣近所の交流・活動から、地域のつながりを
再構築することで、住民同士の声かけや、日
常的な「見守り活動」の展開へ

こうち支え合いチャレンジプロジェクト
事業費補助金

新

○
た
と
え
一
人
暮
ら
し
で
あ
っ
て
も
、
地
域
全
体
で
見
守
る
地
域
づ
く
り

○
住
民
同
士
が
つ
な
が
り
、
支
え
合
う
地
域
づ
く
り

を
推
進

現 状

○地域福祉アクションプラン
が策定され、地域福祉の方
向性が明確化されたが、計
画の実現に向けて取組むこ
とが重要

○地域福祉アクションプラン
で整理された「小地域」ご
とに、地域福祉を推進する
体制づくりを進める

○「見守り」を地域全体で取
組む「小地域見守りネット
ワーク」の構築を進める

発展

実行 市町村の推進体制
「地域福祉アクションプラン推進委員会（仮称）」

連携

定期的に話し合い、見守り状況の
確認、ニーズを早期に発見するこ
とで、専門職を含めた「地域全
体」で課題に対応

② 小地域見守りネットワークの構築

専
門
職
の
参
加
・連
携

情
報
提
供
・支
援
依
頼

社会福祉協議会
［ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ）

地区座談会のまとめ役

関係機関へのつなぎ役

健康づくり婦人会

食生活改善推進員

老人クラブ

民生・児童委員

町内会長

自主防災組織

お世話人

あったかふれあいセンター
【サテライト】

＜運営＞

連
絡
・相
談

ご近所による支え合い ＜町内会ごとの声かけ・見守り＞

県内全域で、活動を継続・発
展

地域と専門職が協働し
て、安心・安全な地域
づくり

①地域コミュニティ

②見守りネットワーク

①地域コミュニティ

①地域コミュニティ

②見守りネットワーク

①地域コミュニティ

②見守りネットワーク

②見守りネットワーク

27市町村35ヶ所 114サテライトで、
面的に活動を展開！

①地域コミュニティ

②見守りネットワーク

①地域コミュニティ

課 題

○県民世論調査では、地域活
動への参加意識は高いため、
参加できる場づくりが必要
（「参加したい」88.6%）

取 組

○県内全域で取組が広がり、
継続・発展していくための
しくみづくりが必要

○孤立死の防止や生活支援な
ど、地域の課題は多様化し
ており、地域全体で取組む
体制づくりが重要

地域包括支援センター あったかふれあいセンター

医療・介護・福祉サービス提供者
公的機関

＜警察・学校等＞
民生委員
児童委員

行政 社会福祉協議会

行政をはじめとする専門職の支援

こうち支え合いチャレンジプロジェクト
事業費補助金新
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●認知症に関する正しい知識の普及

・認知症サポーター等の養成
●認知症高齢者を支援する人材の育成

・かかりつけ医、サポート医の研修
●介護者への支援と相談体制の確立
【コールセンター相談件数】

H22 306件 →H23 422件
●認知症の早期診断・早期対応

・認知症疾患医療センターの設置
●高齢者虐待防止など権利擁護の取組

推進

高齢者福祉課・障害保健福祉
課地域における認知症の人と家族への支援

これまでの取組

Ｈ23
3月末

H24
3月末

キャラバン・
メイト数

高知
県

981人 1,271人

全 国 56,840人 67,995人

サポーター
養成数

高知
県

12,649人 16,823人

全 国 2,297,817
人

3,009,947
人

かかりつけ医研
修修了者

高知
県

576人 736人

サポート医
研修修了者

高知
県

14人 16人

～H24 Ｈ25 H26 Ｈ27～

介護家族の負
担軽減と安心
して生活でき
る地域づくり

認知症に関す
る正しい知識
の普及

介護家族の負
担軽減のため
の支援

身近な地域で
早期発見・治
療ができる体
制の整備

認知症疾患医
療の充実

医療と介護の
連携体制の構
築

身体合併症等
への対応

安心して介護
サービスが受
けられる体制
の整備

認知症の人を
支える人材の
育成

介護サービス
の充実・確保

若年性認知症の人への支援

高齢者の権利擁護の推進

今後の取組

高齢化の進行に伴い、今後認知症高齢者の急激な増加が見込まれる。

○認知症の正しい知識や早期発見について

さらなる普及啓発

○介護家族の悩み相談や交流の場など

負担軽減への支援

○ご本人や家族がかかりつけ医に相談しや

すいしくみが必要

○認知症疾患医療の充実

○認知症専門医の不足

現状及び課題

キャラバンメイト・サポーターの養成（H20～）

広報・啓発 新たなパンフレットの作成→さらなる啓発

コールセンターの設置(H21～）

介護家族支援スキルアップ研修の実施

地域連携クリティカルパスの作成新

認知症高齢者の推計(人）

637

708 709 725 782
809 811

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

218,148

239,556
244,953

240,433

23,492

25,014
27,680

30,775

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

220,000

240,000

260,000

H22 H27 H32 H37

要介護認定を受けている
認知症高齢者数（推計）

65歳以上人口

県内の学会認定専門医 9名

地域

医療

介護

介護家族等を対象とした交流会や講演会の実施

「こうちオレンジドクター」登録制度新

中央圏域に地域型認知症疾患医療センターを設置

研修の実施 かかりつけ医認知症対応力向上研修の充実拡

専門医の養成

他の圏域に地域型認知症疾患医療センターを設置

中央圏域に「基幹型」認知症疾患医療センターを設置

地域ごとに連携のための連絡会等を実施拡

歯科医師等を対象とした対応力向上研修の実施

介護実践者研修等の実施

一般病院の医療従事者への研修の実施新

一般救急病院と精神科医療機関の連携検討会の実施

若年性認知症の方と家族への支援新

Ｈ25年度は
意見交換会を
実施

相談窓口の設置・成年後見制度等の普及啓発

認知症疾患による精神科病院入院者
(人）

人材育成等の状況

フォローアップ研修の実施

施設等の整備

○早期発見・対応のための医療・介護

の連携体制の構築

○身体合併症などがある場合の対応

○介護従事者のさらなる資質向上

○成年後見制度など権利擁護について

のさらなる普及啓発

拡

拡

拡

【高知県】

-
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◆高知医療再生機構の補助制度を活用し、専
門医資格の取得の支援を行います。

学会参加経費、書籍・
文献購入、県外講師
によるセミナー等

認知症疾患医療の充実・強化の取り組み 高齢者福祉課・障害保健福祉課

身近な地域で認知症の早期診断と日常診療が継続できるよう医療体制を整備し、住みなれた地域での生活を支援できるよう医療と介護の連携体制を構築しま
す。

◆一般病院勤務の医療従事者を対象とした認知症のケア等に関する研修

身体疾患の合併等により手術や処置等で入院が必要となった

認知症の方への適切な対応等について研修します。

身体合併症等への対応

◆一般救急病院と精神科医療機関の連携検討会

認知症の方の救急・急性期の身体疾患の治療が円滑に行われ

るよう連携を進めます。

◆医療と介護の関係機関が連携し切れ目なく支援を行うための連携パスを作成
し、認知症のご本人及び家族への関係者の連携支援体制を拡げていきます。

◆医療と介護の関係者による連絡会・研修

会の開催

関係者同士の「顔の見える関係づく

り」を行い、地域で認知症のご本人と家

族を支える円滑な連携体制を構築しま

す。

認知症
本人・家族

かかりつけ医

地域包括支援センター

介護サービス事業者

介護ネットワーク

医療ネットワーク

サポート医 《連携》 認知症疾患
医療センター

連携パス発行
《連携》

《連携》

医療と介護の連携体制の構築

・認知症対応力向上研修を修了した医師等を「こうちオレンジドクター」
として登録し、認知症について相談しやすい体制をつくります。

・ポスター・ステッカー等を作成し、制度の周知を図ります。

認知症疾患医療センターの設置

基幹型 １

地域型 ５

支援

支援

支援

◆基幹型認知症疾患医療センターを中央圏域に設置

・県内の認知症医療の拠点として、地域型のセンターやその他の医療機関を支援
します。

早期発見、早期診断により、ご本
人が家族とともに住みなれた地域
で生活できるよう取り組みます。

◆地域型認知症疾患医療センターを全ての圏域に設置

・身近な地域で認知症の専門医療を受けることができる体制を整備します。

＜事業内容＞
●専門医療相談
●鑑別診断とそれに基づく初期対応
●保健医療関係者等への認知症に関

する研修会の開催

認知症医療の充実・強化

◆歯科医師等を対象とした認知症対応力
向上研修

◆ 「認知症対応力向上研修」の充実・強化
認知症の早期発見、日常診療や家族への
助言などを行うかかりつけ医を対象に研
修を行います。

◆認知症サポート医の養成
かかりつけ医に助言等の支援を行う
サポート医の養成を進めます。

107

１３

２８

２３

９

２９

高知市

１

５

２
４

２

２

H23年度末
認知症対応力向上研修修了者

２０９名

認知症サポート医 １６名

・医療情報と介護
の情報が共有
できるバイン
ダー式手帳【連
携パス】

・ご本人、ご家族
が保管して、受
診や介護サービ
スを受ける際に
活用

専門医の養成

認知症対応力の充実・強化 ～かかりつけ医・サポート医・歯科医師～

認知症地域連携クリティカルパス

拡

拡

新

新

拡

地域ごとの連携の推進

「もの忘れ・認知症相談医(こうちオレンジドクター)」登録制度

かかりつけ医・サポート医の圏域別人数

新

拡

サポート医

かかりつけ医
地域包括支
援センター

介護サービス
事業者

ケアマネジャー

認知症疾患
医療センター

-
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認知症の人と家族への支援に関する取り組み 高齢者福祉課・障害保健福祉課

認知症の人と家族が地域で安心して暮らすために、介護サービスの整備や地域でしっかりと支える体制づくりに取り組みます。

◆認知症サポーター養成研修の実施
・銀行や商店などの方に「認知症サポーター」になっていただき、認知症の人

と家族を地域で見守る体制づくりを推進します。
◆認知症キャラバン・メイトの養成

・認知症サポーター養成講座をより身近な地域で受けていただけるよう講座の
講師となる「認知症キャラバン・メイト」の養成にも取り組みます。

◆広報活動
・認知症に関するパンフレットを見直すなど、様々な媒体を利用して

広報していきます。

◆若年性認知症の人の意見交換会の実施
・若年性認知症のご本人、家族が交流できるよう

意見交換会を実施します。

◆認知症コールセンターの設置
・認知症の人や家族が気軽に相談できる窓口として、認知症コールセンター

の設置・運営を行います。

◆介護家族の交流の場づくり
・介護家族が、悩みを相談し交流できる場をつくるため、交流会や講演会を開催

します。

◆認知症介護実践者研修の実施
・介護施設等の介護従事者に対して、認知症ケアに必要な知識や技術

を身につけるための実践者研修を実施します。
・集合研修だけでなく、介護現場に出向いて行うフォローアップ

研修を試行的に実施します。

【電話】０８８－８２１－２８１８
月曜から金曜１０：００～１６：００

（祝日、年末年始を除く）

ひとりで
悩まないで

◆高齢者の権利擁護研修会の実施
・広く県民の方を対象として、高齢者の権利擁護のための研修会を実施します。

◆「成年後見制度」の利用促進
・制度の利用促進に向けて、普及啓発のための講演会や相談会を実施します。

◆相談窓口（シルバー１１０番）の設置
・高齢者の悩みや生活の困りごとなどについての相談窓口を設置し、

高齢者の尊厳ある生活を支援します。

【電話】０８８－８７５－０１１０
一般相談 9：00～16：00
毎日（第２日曜・祝日・年末年始を除く）
専門相談(法律) 13：00～15：00
毎週木曜（あらかじめ予約が必要）

新

拡

介護家族の負担軽減と安心して生活できる地域づくり

認知症

安心

◆介護家族スキルアップ研修会の実施
・居宅サービスを提供する介護従事者を対象に、介護家族の

支援を含めた認知症ケアについての研修を実施します。

安心して介護サービスが受けられる体制の整備

◆施設等の整備
・地域の実情に応じたサービスが提供できるよう施設等の整備に取り組みます。

高齢者の権利擁護の推進

若年性認知症の方と家族への支援

研修の充実・強化に向けて、研修指導者と専門家
と共に検討します。

認知症に関する正しい知識の普及

介護家族の負担軽減のための支援

認知症の人を支える人材の育成

介護サービスの充実・確保（再掲）

Ｈ２４～26年度 認知症高齢者グループホーム ２０１床整備 等

まちのみんながサポーター

-
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地域における認知症の人と家族への支援 高齢者福祉課・障害保健福祉課

総合的に推進していきます

民生委員

キャラバン・
メイト

家族の会

介 護

本 人
身近な地域で早期診断と治療が継続でき
る体制の整備

地域包括支援
センター

居宅介護支援
事業所

こうちオレンジ
ドクター

登録制度

かかりつけ医

日常診療

医 療

認知症の人と家族が住み慣れた地域で安心して暮らせる地域づくり

医療機関（精神科・一般科） 特別養護老人ホーム等

身体的介
護の重度
化

バックアップ

相談・支援
相談・支援

バックアップ

・居宅サービス
・地域密着型サービス

等

見守り
相 談

連携パス

新

新
連携パス

連携

専門医

必要に応じて
入院できる

安心して介護
が受けられる

グループホーム

連携
支援

急性期への
対応 認知症疾患医療センター

精神科病院 等

急性
増悪期

認知症
コールセンター

新

介護サービス
事業所

認知症の人が安心して介護サービスが
受けられる体制の整備

サポーター

地 域

サポート医

家 族

一般病院の医
療従事者への
研修実施

入所入院

介護家族の負担が軽減され、安心して生
活できる地域づくり

確定診断

お困りのこと
はないですか。

-
5-



県内病院数:47
（7対1：14機関、
10対1：33機関）
床数：5,496
（H24.5.1時点）

救急・手術など高度医療

急性期病院

病気になったら

県内病院数:75
床数：3,928
（H24.5.1時点）
平均在院日数：167日（H23年）

• 急性期、回復期の医療機関から、どこへ退院するとき
も、適切なカンファレンスが行われている。

• 県内どこでも、必要に応じて在宅医療、在宅介護サービ
スが選択できる環境が整っている。

• 特別養護老人ホームやグループホームでのサービスが必
要な人が、円滑に入所できている。

亜急性期・回復期
リハビリ病院

退院に向けた集中リハビリ

退院前カンファ
レンスの実施

多職種による
退院調整

医療療養病床

患者の医療依存度が高
く、さらに長期療養が
必要であれば…

在宅復帰 or 施設入所

入院に係る診療報酬体系

支援策（例）

在宅ケア

施設ケア

・家庭介護力がある。

・本人の身体状況に応じた在
宅サービスが地域にある。

（入所の例）

・胃ろう、たん吸引が必要で寝たきり

→介護療養病床

・病状は安定しているが、身体、家庭、所得等の状況に
より在宅介護が困難

→特別養護老人ホーム

・リハビリを受けつつ在宅復帰を目指す

→介護老人保健施設

・認知症で家庭介護力が不足

→グループホーム

• 中山間地域介護サービス確保対策で訪問
看護を支援する市町村の拡大

• 在宅医療に係る機関のグループ化により24
時間対応できる体制を強化

• 訪問看護ステーションへの技術的コンサル
テーション、相談対応や、訪問看護師の技
術向上のための研修

• ケアマネに対する訪問看護サービスの理解
促進研修

• 定期巡回・随時対応型訪問介護看護、複
合型サービスやショートステイの整備

• 住宅のバリアフリー化促進

• 中山間地域での介護人材の確保

• 看護職の確保、訪問薬剤師の育成

• 在宅医療について県民や医療従事者の理
解促進

取組

• 第5期介護保険事業（支援）計画による
特別養護老人ホーム、グループホーム
等の増床

取組

本人の実情に応じたケア体制の整備

連携

医療

生活支援 予防

住まい

連携

ショートステイ

訪問看護ステーション

地域包括支援センター

ホームヘルプ

病 院

診療所

ケアマネジャー

デイサービス

あったかふれあいセンター

介護

医療・介護・福祉のネットワークとサービス資源の充実確保 （退院後の療養の支援）

中山間地域など条件不利地域では、十分なサービスが受けら
れないことがある。

在宅の特養入所待機者数：589人
（平成23年11月末時点）

高齢

高齢

各サービスが一体となり、在宅高齢者を支援

退院したら

・退院支援担当者の配置

中央西地域包括ケア構築事業

・多職種間の顔の見える関係づくり

土長医師会による退院支援事例検討

医療従事者へのカンファレンスの質向上研修

・在宅医療連携拠点事業

渭南病院を中心とした多職種連携

医療

高齢

・医療ソーシャルワーカー
・ケアマネジャー
・介護事業所
・地域包括支援センター
・本人、家族

• 短時間かつ質の高
いカンファレンスの運
営方法の技術修得
が必要。

課題

カンファレンス実施回数 H21：78回 → H23：170回

事例検討会回数 H21：2事例 → H23：5事例

在宅医療拠点を設置し関係機関と連携

・独居で介護度も重いなど、家
庭での療養が困難な方。

2,225床（H24.9末）

3,703床（H24.3末）→4,390床（H27.3末見込）

2,164床（H24.11末）

2,207床（H24.3末）→2,408床（H27.3末見込）

拡

新

H24：5市町村 → H25：11市町村見込み

相談対応件数・H22：78件 → H23：108件

研修参加者数・H23：115名 → H24：準備中

ショートステイ整備床数・H24～H26で約300床

中山間地域で156名の2級介護員養成（H23～）

地域医療フォーラム開催（H23は約300名参加）
がん自宅死亡率・H23：6.7％ → H28 ：10％

高齢

高齢＆医療＆健対

高齢

高齢

課題

課題

新

3,783床（H24.11末）

+687床

+201床

（※H24.11末も同じ）

平成24年度から地域リーダー研修開始

医療

医療

訪問診療医療機関・H24：151
急変時受入医療機関・H24：41

医療

高齢

看護師養成奨学金貸与者への
県内就職へのアプローチ強化
（奨学金新規・H23：27人 → H24：42人）

医療＆医事

医療＆健対

目指す姿

(H24.12) 高齢者福祉課
医療政策・医師確保課

入院に係る診療報酬体系

入院に係る診療報酬体系

（出来高報酬）

14日 30日 90日 在院日数

2016

1758

1566

939

点
数

特定入院基本
料（包括報酬）

450点

出来高部分

627点

特定除外項目に
該当（出来高）

平均在院日数
7対1入院基本料 18日以内

10対1入院基本料 21日以内

「平均在院日数の制約」と点数減算
により、早期退院を促している。

（例 7対1）

7対1 10対1 入院基本料

192点

（DPC対象病院は上記点数と異なるが、
段階的に減尐する仕組みは同じ）

回復期リハビリテーション病棟入院料

対象疾患により60日から180日の入院
日数制限あり

対象患者例
：大腿骨頚部骨折 脳梗塞など

例）
回復期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病棟入院料2:
1761点（包括報酬）＋リハビリ部分は出来高

7対1（2,858床） 10対1（2,638床）

※要介護者千人当り床数全国1位

※急性期や回復リハ等の一般病床、療養病床ともに人口10万人当りの病床数は全国1位

特養、グループ
ホーム888床増

療養病棟入院料（医療療養病棟）

患者の疾患・状態による医療区分とADL（日常生活動作）によって、点数が決まる。

3が最も状態が重く、医療区分1の患者は介護療養病床や介護施設、在宅へ移行。

医療区分1 医療区分2 医療区分3

ADL区分3 945点 1380点 1769点

ADL区分2 898点 1353点 1716点

ADL区分1 796点 1202点 1435点

（例 療養病棟入院料1） ２０：１配置（医療区分２・３が８割以上）

県内病院数:19
床数：1,045
（H24.5.1時点）

• 病病連携で次の病
院につなぐ。

• しかし、郡部では、
受け手の病院が無
い場合もある。

課題

（13対1、15対1）
県内病院数:15
床数：574
（H24.5.1時点）
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「県立療育福祉センター及び中央児童相談所の今後のあり方を考える会」報告書について 障害保健福祉課・児童家庭課

現状と課題

中央児童相談所（虐待通告等件数）

療育福祉センター（発達障害延受診者数）

障害の種別を問わず総合的に相談に応じ、早期療育の支援を行
うことなどを目的に、各機関を統合し、障害のある子どもの相談・判
定・医療・施設機能を併せ持った総合的な施設として、 療育福祉
センターを設置

平成１１年に相談機能等を再編し、療育福祉センターを
設置

中央児童相談所
一時保護所

子 鹿 園
（肢体不自由児施設）
○病院（整形外科・精神科）
○入所（58床）、短期入所
○リハビリテーション

難聴幼児通園センター
（難聴幼児通園施設）

幡多身体障害者
更生相談所

知的障害者
更生相談所

中央身体障害者
更生相談所

障
害
相
談
部
門

療育福祉センター

中央児童相談所

一時保護所
児童支援ホーム（H12年設置）

中央児童相談所
（障害相談部門）

医療型児童発達支援センター
（肢体不自由児通園）

診 療 所
○外来診療
（整形外科・精神科・小児科）

○入院（19床） 短期入所
○リハビリテーション

身体障害者更生相談所

発達障害者支援センター

統合

高知ギルバーグ発達神経
精神医学センター

（高知市大津）

（四万十市）

（高知市若草町）

（高知市大津）

知的障害者更生相談所

児童発達支援センター
（自閉症児通園）

児童発達支援センター
（難聴児通園）

【H10年度まで】 【現在】

児童虐待対応チーム
（H21年設置）

H21年
有床診療
所へ転換
58床→19床

以後、子どもに関する相談は

障害相談⇒療育福祉センターで対
応

養護、児童虐待、非行相談など
⇒中央児童相談所で対

応

H18年開始

H18年設置

H24年設置

発達障害者支援の
取組を充実

児童虐待や養育困難、非行などの問題に発達障害
や知的障害などが複雑に関係するなど、子どもや家
庭をめぐる問題は、より複雑多様化しており、さらに両
機関の連携を強化し対応する必要がある。

しかし、現在の組織体制では、職員同士が共通の
目的意識を持って、情報の共有や連携をすることが
十分できない。

両機関の関係

中央児童相談所 療育福祉センター
（中央児童相談所
障害相談部門）

平成１１年度～

障害相談
育成

相談

保健

相談

養護

相談

障害相談

養護相談等
非行

相談

受
理

主体的に関わる機関が

あいまい
→早期発見・対応に課題

障害と虐待等が
重複するケース

・両機関の連携が課題

・支援が必要な子どもの
発見と対応が遅れる懸念

H21年開始

両機関の建物

（高知市若草町）

36

25
19

25
17

9 9

12年 14年 16年 18年 20年 22年 24年

1,249
1,813 1,722 2,018

2,716
3,644

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

療育福祉センター入院児童数の推移
（各年4月1日）

療育福祉センター短期入所等延利用日数

1,312 1,336 1,478

2,870
3,555

209
681

1,370

2,398
1,908

290
333

514

789

1,744

11年度14年度17年度20年度23年度

その他

ＡＤＨＤ

自閉症

スペクト

ラム

1,811
2,350

3,362

6,057

7,207

主な課題

約14km

療育福祉
センター

中央
児童
相談所

利用者のニーズに合った機能及び支援のより良いあり方を検討するため、保護者をはじめ、医療・福祉・教育等
の有識者による「今後のあり方を考える会（委員15名）」で、両機関の『ありたい姿』を検討

『今後のあり方を考える会』での検討経
過

今後のあり方

Ｈ22年3月
考える会

設置

Ｈ23年12 月
中間報告書

（児童相談部門）
Ｈ23年8月

医療部門専門
委員会報告書

医療部門専門
委員会（4回）

考える会 （14回）

Ｈ24年8月
分科会報告書

分科会
（3回）

考える会 （7回）
Ｈ24年12月5日

最終報告書
取りまとめ

両機関の関係

療育福祉センターの障害児施設部門

療育福祉センターの医療部門

複雑多様化する児童問題に複眼的な視点に立って対応するた
め、療育福祉センターの障害相談機能を中央児童相談所に統
合し、相談窓口を一元化する。

児童虐待をはじめとする各種の児童問題と発達障害や知的障
害などが密接に関係しているケースなどには、両機関が連携
して的確に対応する。

中央児童相談所に、障害の有無に関わらず、子どもに関する
あらゆる相談を一元的に受け付ける総合相談窓口を設置する。

療育福祉センターでは、医師や心理士、ソーシャルワーカー
などの専門職がチームでケアやソーシャルワークを行う。

子どもの相談窓口は中央児童相談所に一元
化

中央児童相談所

療育福祉センター

児
童
虐
待

対
応
チ
ー
ム

養
護
・育
成
相
談

担
当

×

２

非
行
相
談
担
当

障
害
相
談

担
当

児
童
心
理
担
当

一
時
保
護
担
当

総
合
相
談
窓
口

発達障害者支援センター

連携して対応すべ
きケースの援助
方針等を共有

虐待や養護等の問題
がなく、早期に医療や
療育が必要なケース

障害とともに、虐待や養
護等の問題があり、早急
に対応が必要なケース

相談

受診

相談

療育福祉センターの医療部門

入院児童数は、在宅志向の高まりなどから減尐傾向
にあるが、短期入所の利用は年々増加している。

療育福祉センターの障害児施設部門

３つの通園施設のうち、自閉症児通園は利用児童数
が多いが、難聴児と肢体不自由児の通園は利用児童
数が尐ない。

療育福祉センターの本館は昭和49年度の建築、また
中央児童相談所の本館等は昭和55年度の建築であり、
老朽化が著しく、耐震基準を満たしていないため、南海
地震に備え、安全確保の対策が急がれる。

また、一時保護所は、施設の狭隘化から、非行の子
どもと虐待を受けた子どもを一緒に処遇するなどの混
合処遇の問題が生じているほか、就学前の児童の受
け入れスペースや夜間緊急保護スペースがない。

療育福祉センター通園施設の
契約児童数の推移（各年3月1日）

診療所
小児科、精神科
整形外科

ソーシャルワーカー 心理士 看護師

医 師

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ

多職種によるケアチーム

入院機能については、手術後の集中的なリハビリテーションやペルテス病など通院治療が困難な小児整形外科的
疾患の治療などを行う機能は、療育福祉センターが県内で唯一の専門機関であることから、引き続き役割を担う。

短期入所については、医療型短期入所事業所が県内に４か所しかなく、サービス提供基盤が十分でないため、
療育福祉センターにおいても対応が必要。

難聴児通園は、高度の専門性が求められ、民間の参入が見込めないため、高知ろう学校幼稚部との連携・役割
分担を図りつつ、存続。

肢体不自由児通園は、新たに医療型の通園施設を行う事業所がないため、当面、存続。

自閉症児通園は、人材育成や支援方法の確立に向け、民間事業所の先導的な役割を担う必要があるため、
当面、存続。

施設整備

○ 両機関が総合的な施設として相談に応じ、さらに、子ども
や保護者のニーズに迅速に対応し、また、それぞれの機能
をうまく連携させ、より効果的な支援を行っていくためには、
両機関が同一の建物の中にあることが望ましい。

○ 老朽化が著しい両機関の建物は、早期に耐震性の高い
建物に改築する必要があり、利用者の利便性や改築に要す
る費用の面からも、同一の場所に合築することが合理的。

・利用者の利便性
・地震時の津波浸水に
対する安全面
・一定規模の敷地面積

県立の機関として、民間で可能なものは民間に委ねるという考え方のもとで検討

両機関が有機的に連携し、互いの専門的な機能を高める
ことで、相乗効果を発揮し、児童虐待や発達障害など、子
どもに関するすべての相談支援機能を抜本的に強化する。

高知ギルバーグ発達神経精神医学センター

総合的に判断して
現在の療育福祉セン
ター（高知市若草町）の
敷地での整備が適当

H2４ H25 H26 H27 H28

基本構想

基本設計

実施設計

建設工事

施設整備のスケジュール（案）

立地場所

虐待通告

84

100 96
103

132

114

13 12
17 17 13 12

9 10
14

19年 20年 21年 22年 23年 24年

自閉症児

通園

難聴児通園 肢体不自由児

通園

94

142
108 106

193
223

204

251
273

256
287

265

50 62 58
39

79

151
117

139
168

145
126 111

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

虐待通告件数 虐待認定件数

児童虐待への
対応を強化
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○放課後子どもプラン（教）
放課後の子どもの安全・安心の居場所づくり 地域の
人々との交流

非行へと向かわせない

課 題 ・万引きが犯罪であることの意識が低い子どもや親がいる
・携帯電話やインターネットの使用により非行に巻き込まれる子どもの増加

非行の予防

○非行防止教室（警）

小中高校で実施
（Ｈ23：小215校,中120校,高32校）

幼稚園、保育園の親子を対象

とした非行防止教室（Ｈ23：174園）

○親と子の絆教室（警）

○学校・警察連絡制度（警・教）

警察と学校との補導事案等に関する情報提供や

連絡、指導による立ち直り支援

現 状 ・非行率の減尐率（Ｈ19→Ｈ23）が全国平均と比較すると小さい（高知県：△14％ 全国：△24％）
・刑法犯少年のうち万引きで補導・検挙される少年の割合が高い

(Ｈ19：32％ Ｈ20：37％ Ｈ21：32％ Ｈ22：37％ Ｈ23：41％）

尐 年 非 行 防 止 対 策

課 題 ・非行の常習化の食い止め
・深夜徘徊をする少年への対応
・小学校からの対策の強化

課 題
・居場所づくり
・立ち直りへの支援

（再掲）

高校において、チームによる組織的な支援を行うコー

ディネーター（10校10人）

生活指導等による立ち直り支援

非行相談専門の担当を配置し対応。非行

問題に関する教育機関への支援

小、中、高等学校、特別支援学校に配置（H24：186校→H25：215校）

県下の中学、高校をモデル校に指定し、鍵かけの徹底等を指導

（H24：中学校18校、高校16校→H25： 中学校21校、高校19校）

各小学校で行う就学時健康診断等の機会をとらえ、主任児
童委員等による保護者との関係づくりや地域で見守り活動

保護観察以外の無職の非行尐年の就労支援

非行からの立ち直り支援、課題のある中学校への

訪問、携帯電話問題の指導、非行防止教室実施の

拡大のために職員体制等を充実

非行からの立ち直りに向け、対象となる尐年の居場

所（尐年ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ内）を確保し、農 業・漁業体験や

学習支援の施策の展開

児童家庭課・人権教育課・県警本部尐年課

教員、警察ＯＢ等を学校へ派遣し、非行・問題行動の早期発見や緊急時の対
応等にあたる

拡

非行が深刻化した少年 約２００人（推計）

①子どもの規範意識を高める学級経営を進め、万引き等の問題行動を未然に防ぐ
②携帯電話やインターネットの使用に関しての危険性を周知し、子どもを犯罪や非行から守
る
③学校全体で組織的な生徒指導に取り組み、非行防止を進める
④主任児童委員等の見守り等により、子どもを非行に向かわせない家庭環境をつくる
⑤マスコミの活用等により、子ともや親、県民への万引き防止の啓発を図る

・子
ど
も
対
象

○温かい学級づくり応援事業（教）
学級づくりリーダーの養成（H23～25で180名養成）

○心を耕す教育の総合的な推進（教）
発達段階に応じたｷｬﾘｱ教育、読書活動
や道徳教育、体験活動等の推進

○高P連育成員制（教）
高校生の健全育成のための教育活動、生活環境
浄化活動

学
校
環
境

○店舗への防犯啓発（警）
コンビニ等の店舗への防犯啓発

○携帯電話のﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞの推進（警）
携帯電話のフィルタリング推進について事業者

への協力依頼

○防犯ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の推進（文）
登下校時の見守り活動等

○青尐年の健全育成の推進（福）

青尐年育成高知県民会議への支援、

青尐年の非行・被害防止強調月間【7月】

子ども・若者育成支援強調月間【11月】○青尐年保護育成条例による規制（福）

青尐年の健全育成を阻害する恐れのある環境等の規制

家
庭
・
地
域
環
境

小中高、特別支援学校の児童

生徒、保護者向けﾘｰﾌﾚｯﾄによ
る周知、啓発

小中学生、保護者向けﾘｰﾌﾚｯﾄを作成し、教育委員会（指

導案の作成）と連携して、児童生徒へﾎｰﾑﾙｰﾑ等で活用

保護者には学期末面談等を通じて直接配付、また、警察が

行う「親と子の絆教室」や「非行防止教室」でも活用

学級運営のハンドブックを作成、

児童生徒の規範意識を高め、問題

行動を未然に防ぐ学級経営を推進

テレビスポットを製作し、集中的な放送による広報

新

新

新

拡

拡

新

新

拡

○心の教育アドバイザーの配置（教）

高等学校に配置（H24：23校）

○補導教員・補導専門職員の配置（教）

少年補導センターへの支援（福）

尐年補導（育成）ｾﾝﾀｰに配置

（補導教員：14市町19名 補導専門職員：7町村7名）

職員を配置していない5町村への財政支援

繁華街や公園の見回り、学校周辺の安全対策
（Ｈ24：県下の警察署に16名）

○スクールサポーターの集中運用（警）

子
ど
も
対
象

○薬物乱用・喫煙防止対策（教）

（薬物乱用Ｈ23：小89校、中67校、高23校）

（喫煙防止Ｈ23：小163校、中103校、高41校,特別支援8校）

○生徒指導主事会（教）

中学校や高学校・特別支援学校の担当者会

学
校
環
境

子
ど
も
対
象

（再掲）

①教員ＯＢ等の人材を活用した生徒指導の強化等を図り
非行の入口にいる少年を非行に向かわせない

②非行問題に関わる関係課で非行防止ネットワーク(仮称) 
を立ち上げ、深夜徘徊少年等への効果的な対策を検討す

る
③小学校からの生徒指導の強化を図ることにより、子ども

が非行に向かわない学校環境をつくる
④スクールソーシャルワーカーを増員し、家庭への

支援体制の充実を図る

①生徒指導の強化等を図り、非行の拡大、
連鎖を防ぎ、非行からの立ち直りを図る

②緊急学校支援チームを派遣し、深刻化し
た非行等の解決に向け学校を支援する

③少年サポートセンターの体制や立ち直り
支援事業を拡充し、非行少年の学校への
復帰や進学、就労へと結びつける

①生徒指導推進学校支援事業（教）

①自転車盗難被害防止モデル校の指定（警）

③スクールカウンセラーの増員（教）

③小学校生徒指導担当教員の指定（教）

新たに生徒指導担当教員を指定し組織的 な生徒指導の取組み強化

④主任児童委員等との連携（福）

④スクールソーシャルワーカーの増員（教）

市町村に配置（H24：21市町村39人→H25：25市町村42人）

○生徒支援コーディネーターの配置（教）
○補導教員・補導専門職員の配置（教）

少年補導センターへの支援（福）

○児童相談所による相談援助（福）

○希望が丘学園での自立支援（福）

○学校・警察連絡制度（警・教）

①更生保護サポートセンターとの連携（福）

③少年に手を差しのべる立ち直り

支援活動（警）

③少年サポートセンターの体制の強化
（警）（教）

①学級経営ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸの
作成（教）

①万引き防止ﾘｰﾌﾚｯﾄの作成（福） ②親子で考えるﾈｯﾄﾏﾅｰ
事業（教）

中学校の学校経営の中で、こどもの自尊感情や自己有用感の向上を
図るため、学校全体で組織的な生徒指導を実践
（Ｈ25：6校、Ｈ26～：12校）

③志育成型学校活性化事業～高知 夢いっぱいプロジェクト～（教）

⑤マスコミを活用した万引き防止啓発（福）

今後の取組み

今後の取組み
今後の取組み

非
行
を
深
刻
化
さ
せ
な
い

環
境

家
庭
・

地
域

非行の入口にいる少年 約４〃０００人（推計）

新

拡

現 状・不良行為のうち深夜徘徊で補導さ
れる少年が多い （Ｈ23：3,632人）

・刑法犯尐年のうち14歳未満の割合が
高い（全国：18％ 高知県：27％）

現 状
再非行率が高い割合で推移
している

（Ｈ19：35％→Ｈ23：34％）

②緊急学校支援チームの派遣（教）新
いじめや非行等の深刻な問題が発生した学校の支援

学
校
・
家
庭
・
地
域
環
境

○中学生サミット（警）

非行での生徒による話し合い
（Ｈ23：高知市内の中学校25校50名）

○小中県立学校PＴＡ支援（教）
ＰＴＡ・教育行政合同研修会、ＰＡＴ研究大会

（再掲）

①生徒指導推進学校支援事業（教）

○親育ち支援啓発事業（教）

保育所や幼稚園の保護者を対象と
した講話や子育て相談等 （Ｈ23：51回）

②高知市少年補導センターの体制の強化（教）拡

教員派遣を増員し、補導、相談体制を充実

拡

（再掲）

①高知市少年補導センターの体制の強化（教）

新 新 新

２５．２．６

新
③学校改善プランに基づく生徒指導推進校支
援事業(（教）

生徒指導推進校に生徒指導推進員を配置し、学校改善
プランに基づく組織的な生徒指導を推進
（Ｈ25：12校、Ｈ26～：12校）

新

② 尐年見守り・声かけ事業（福）
非行問題に関わる関係課で非行防止ネットワーク会議（仮称）を立ち上げ、深夜
徘徊尐年等への効果的な対策や、関係機関・主任児童委員等との連携方法を
検討

新

-８-


